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SMILE 

☆ 今月も笑顔（スマイル）でスタート 

 

 

 

 

 

9月号 Vol.89 

今月の SMILE 
 

 

まいど おおきに！ 

 

 上海の 8月はとても暑かったですね。それでも最近はようやく秋らしい気候になってきました。 

 8月 12日午後、中国の大手国有企業の 5社、中国石油天然気集団有限公司(中国石油)、中国石油化工股份有限公

司(中国石化）、中国人寿保険（集団）公司、中国鋁業集団有限公司（中国アルミ）、中国石化上海石油化学工株式有

限公司（上海石可化）が、ニューヨーク証券取引所から米国預託証券（ADS）の上場廃止を自主的に申請する意向を一

斉に表明しました。この表明における要点は、“自主的に上場廃止を決めた”ということです。ちなみに米国で上場してい

る中国企業数は、米国議会の調査によればその数 261 社と言われています。 

事の次第は、2020 年に米国で成立した「外国企業説明責任法（HFCAA）」が発端でした。この HFCAA は、米国の証

券取引所に上場する外国企業に関して、外国政府の支配・管理下にないことの立証義務を課すとともに、米国公開会

社会計監督委員会（PCAOB）が検査を実施できない状態が 3 年連続で続いた場合、当該企業の証券取引を禁止する

内容となっています。一方、中国は、国家安全保障と機密に関わるために、企業の監査関連の資料は中国国内に保管

しなければなりません。そのため PCAOB は、米国に上場している中国企業に対して、これまで PCAOB の検査ができま

せんでした。そこで今年の 3 月から米国証券取引委員会は、「外国企業説明責任法」に基づき、「上場廃止予定企業リ

スト」を次々と公表しました。上述の 5 社も 5 月 26 日にリストに入っていました。上述の 5 社は、全株式数に対する米国

預託証券の比率が低いことから、米国内での上場を維持する負担を鑑みて上場廃止を決定したと声明をだしています。

尚、証券取引法の規定では、企業が上場廃止を申請すれば、最短で 10日で発効されるとのことです。 

しかし話はこれで終わりではなく、PCAOBは、上場廃止した企業に対しても、PCAOBの検査を遡及して行う権利があ

ると主張しました。結果的に 8 月 26 日に、PCAOB と中国証券監督管理委員会、中国財政省は、米国の検査官が中国

当局と協議することなく対象企業を選び、（中国企業の）監査書類を完全に確認できる、という協定を締結しました。これ

で一応は、米中の深刻な金融デカップリングを避けることはできたかもしれません。 

   

今年の中秋節は、9月 10日です。きれいな月が見られるといいですね。 

 

それでは、今月も笑顔（スマイル）でスタートしましょう！ 

 

今月は中秋節の月です！ 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 



中国経済情報  

 

 

7月、中国輸入 2.3％増 コロナ規制で伸び悩み  

中国税関総署が 8月 7日に発表した 7月の輸入は、前年同月比 2.3％増の 2,317億ドル（約 31兆円）となった。 

厳格な新型コロナウイルス対策の「ゼロ・コロナ」に圧迫され、個人消費が前月に続き伸び悩んだ。輸出は大幅に増加し

た。輸入は半導体関連や自動車がふるわなかった。全体の伸びは前月（1.0％増）から拡大した。中国は商都・上海市で

感染拡大防止に向けたロックダウン（都市封鎖）措置が 6月に解除。しかし、南部で規制強化の動きが出るなど、消費の

足かせとなっている。輸出は 18.0％増の 3,330億ドルと、前月（17.9％増）同様の高い伸びであった。輸出から輸入を差

し引いた貿易黒字は 1,013億ドルと、前月に比べて増加した。  

詳細について、下表をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マクロ経済情報 



 
 

2022年 7月 CPIの前年同月比上昇幅はわずかに拡大 PPIの前年同月比上昇幅は引き続き下落 

―国家統計局都市司高級統計士の董莉娟氏による 2022 年 7月の CPI と PPIデータの分析― 

 

国家統計局の 2022 年 7 月の全国 CPI（住民消費価格指数）と PPI（工業生産者出荷価格指数）のデータについて、

国家統計局都市司高級統計士の董莉娟氏が分析した。 

1. CPIは前月比で上昇し、前年同期比の上昇幅はやや拡大した 

7月は、豚肉や野菜などの食品価格の上昇や季節的な要因の影響を受け、CPIの前月比は横ばいから上昇に転じ、 

前年同期比の上昇幅はやや拡大した。 

前月比で見ると、CPIは前月の横ばいから 0.5%上昇に転じた。このうち、食品価格は前月比 1.6%下落から 3.0%上昇 

に転じ、CPIの上昇に約 0.53ポイント影響した。食品の中で、前期の豚生産能力の脱化効果が徐々に現れ、一部の 

養殖業者の押し売りや消費需要の回復などの要素の影響を受け、豚肉価格は 25.6%上昇した。多くの地域で高温が 

続いていることを受けて、野菜の価格は前月の 9.2%下落から 10.3%上昇に転じ、上昇幅は季節性を上回った。果物が 

大量に出回り、価格は 3.8%下落した。非食品価格は前月の 0.4%上昇から 0.1%下落に転じ、CPIの低下に約 0.07ポイ 

ント影響した。非食品のうち、国際原油価格の下落の影響を受けて、国内のガソリンとディーゼル油の価格はそれぞ 

れ 3.4%と 3.6%下落した。夏休みの外出増加の影響で、航空券、ホテルの宿泊、交通機関のレンタル料、観光価格は 

それぞれ 6.1%、5.0%、4.3%、3.5%上昇した。 

CPIは前年同期比 2.7%上昇し、上昇幅は前月比 0.2 ポイント拡大した。そのうち、食品価格は 6.3%上昇し、上昇幅は 

前月より 3.4ポイントに拡大して、CPIの上昇に約 1.12 ポイント影響した。食品のうち、豚肉の価格は前月比 6.0%下落 

から 20.2%上昇に転じた。果物と野菜の価格はそれぞれ 16.9%と 12.9%上昇した。食糧、鳥、卵、食用植物油の価格上 

昇幅は 3.4%-7.4%の間にある。非食品価格は 1.9%上昇し、上昇幅は前月より 0.6ポイント下落し、CPIの上昇に約 1.56 

ポイント影響した。このうち、ガソリン、ディーゼル油、液化石油ガスの価格はそれぞれ 24.6%、26.7%、22.4%上昇し、上 

昇幅はいずれも下落した。 

7月の前年同月比 2.7%の上昇幅のうち、昨年の価格変動の反りの影響は約 0.9ポイント、新値上げの影響は約 1.8ポ 

イントと試算されている。食品とエネルギー価格を差し引いたコアCPIは前年同期比0.8%上昇し、上昇幅は前月比0.2 

ポイント下落した。 

2. PPIは前月比が低下し、前年同期比の上昇幅は引き続き下落した 

7月は、国際国内など多くの要因の影響を受けて、工業品価格が全体的に下落し、全国の PPI前月比は横ばいか 

ら下落し、前年同期比の上昇幅は引き続き下落した。 

前月比で見ると、PPIは前月並みから 1.3%下落に転じた。そのうち、生産資料の価格は 1.7%下落し、下落幅は 1.6ポ 

イント拡大した。生活資料の価格は 0.2%上昇し、上昇幅は 0.1ポイント下落した。原油、非鉄金属などの国際大口商 

品価格の下落は国内関連業界の価格低下を牽引し、そのうち化学原料と化学製品製造業の価格は 2.1%下落し、石 

油石炭およびその他の燃料加工業の価格は 2.0%下落し、石油と天然ガス採掘業の価格は 1.3%下落した。非鉄金属 

製錬と圧延加工業の価格は 6.0%下落した。また、黒色金属製錬と圧延加工業の価格は 6.2%下落し、非金属鉱物製 

品業の価格は 1.9%下落し、電力熱力生産と供給業の価格は 1.1%下落し、下落幅はいずれも拡大した。石炭採掘・洗 

選業の価格は先月 0.8%上昇し、2.1%下落に転じた。 

前年同期比を見ると、PPIは 4.2%上昇し、上昇幅は前月より 1.9ポイント下落した。そのうち、生産資料の価格は 5.0% 

上昇し、上昇幅は 2.5ポイント下落した。生活資料の価格は 1.7%上昇し、上昇幅は前月と同じだった。調査した 40の 

工業業界の大分類のうち、価格が上昇したのは 35で、前月より 2つ減少した。主要業界のうち、価格上昇幅が下落 

 



したのは、石炭採掘と洗選業が 20.7%上昇し、10.7ポイント下落した、石油・天然ガス採掘業は 43.9%上昇し、10.5ポイ 

ント下落した。非鉄金属製錬と圧延加工業は 1.9%上昇し、6.3ポイント下落した。石油石炭やその他の燃料加工業は 

28.6%上昇し、6.1 ポイント下落した。化学原料と化学製品製造業は 10.6%上昇し、3.2ポイント下落した。黒色金属製 

錬と圧延加工業の価格は 9.5%下落し、下落幅は 5.8ポイント拡大した。農副食品加工業の価格は 6.8%上昇し、上昇 

幅は 1.2 ポイント拡大した。 

7月の PPIの前年同月比上昇率 4.2%のうち、昨年の価格変動の反りの影響は約 3.2ポイント、新値上げの影響は約 

1.0ポイントと試算されている。 

 

詳細については、下表をご覧ください。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

会計・税務情報 

 

 

国務院の“経済を着実に安定させるための包括的政策措置”を徹底して実行し、対外貿易の安定保持・品質向上を

推進するため、税関総署が 2022 年 6 月 30日に「税務関連反則行為の自主申告の処理関連事項に関する公告」（税

関総署公告 2022年第 54号）を公布しました。主な内容は以下の通りです。 

 

１． 輸出入企業や機構が税務関連の反則行為を自主的に申告し、以下のいずれかの状況に合致する場合、行政処罰

を与えない。 

 

① 税務関連の反則行為が発生した日から 6 ヶ月以内に税関に自主的に申告する場合。 

② 税務関連の反則行為が発生した日から 6 ヶ月以降、1 年以内に税関に自主的に申告し、納税漏れ、過少納付税

額が納付すべき税金の割合が 30%以下である、或いは納税漏れ、過少納付税額が 100 万元以下である場合。 

 

２． 輸出入企業や機構がその税務関連反則行為を自主的に書面で税関に報告して税関の処理を受け入れ、税関に自

主申告に認定されて行政処罰を科されない場合、輸出入企業や機構が法に従い税関に滞納金の減免を申請でき

る。規定に合致する場合、税関が減免を与える。 

 

３． 輸出入企業や機構が自主的に申告し、税関に警告を受けるか、或いは 100 万元以下の罰金を科された行為につ

いては、税関が企業信用状況を認定する際の記録としない。高級認証企業が税務関連の反則行為を自主的に申

告する場合、税関が立案調査期間において当該企業に対する相応の管理措置の適用を停止しない。 

 

４． 輸出入企業や機構が同じ税務関連反則行為に対して再び税関に自主的に申告する場合、本公告の関連規定を適

用しない。 

 

５． 輸出入企業や機構が税関に自主的に申告する場合、『主動披露報告表』を記入し、帳簿、証憑等の資料を添付し、

通関地、実際的輸出入地又は登録地の税関に報告しなければならない。 

また、本公告の執行期間は、2022 年 7 月 1日から 2023年 12月 31 日までとする。従来の税関公告 2019 年第 161

号を同時に廃止される。 

 

税務関連反則行為の自主申告の処理関連事項に関する公告  
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特別連載読み物 

 

 

 

第 83回 ：「 “委ねる” と “萎える” ・・・。“委” の字を、草冠で蓋をすると、“萎” の字となって、 

“委ねられて、“燃えていた人の心” が、“萎えて、腐ります！”・・・残念なことですね！！」 
 

日本も、中国も、コロナ下で、企業も個人も、様々な厳しい環境下に置かれていますが、皆さんいかがお過ごしです

か？ 

今回のタイトルに通じるように、 ”燃えている心“ が “萎え” てしまいそうですよね。 

ある程度仕事ができるようになり、周囲から期待されるようにもなって、そして仕事を一任されるようになると、自分でも 

“成長の跡“ を実感することができますね。 

しかしながら、みんながみんな期待されて、仕事を次々と任せれて、やる気もバンバン出てきて・・・と言うわけにはいき

ませんね。 

自分自身が、「おれ、最近評価されていないみたい・・・」と感じるようになると、不安感に襲われ、自分の将来まで、嘆

き始めるなんてことになりかねません。 

その人の能力が、急に衰えたわけでもないのに、任されたやりき満々気分が、「委ねられてきた」という自負心を、すっ

かり（草かんむりで）蓋をされ、まさに字で描く通り、前向きの気持ちが消え、「萎えて」いく状態ですね。 

だから、人を使う立場の人たちは、「人間は、弱い心を持っている！」ことを、十分認識し、ちょっと人事の手違いで、せ

っかくの人材を潰してしまいかねません。  

「人事」とは、「人を “やる気” にさせたり・・・」、「人の “やる気“ をなくしたり・・・」、よほど気を付けないと、ついつい

その人の人生をも変えてしまいかねないほど、“恐ろしき力” を持っているのです。  

「人事」とは、「よほどの気配りをしないと、ついつい、“ひと（他人）事” になってしまいます。 お気をつけて・・・。     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(お問い合わせ先) 

上海満意多企業管理諮詢有限公司 

〒200336  上海市長寧区 延安西路 2201号  

上海国際貿易中心 2415室 

TEL: +86-21-6407-0228   FAX :+86-21-6407-0185 

E-mail: info@shmydo.com  URL: http://shmydo.jp 

 

  

 

ナニワのおっちゃん経営道！ 

≪新コーナー≫ 社会人・企業人としての「ものの見方・みえ方」について語る！ 

mailto:info@shmydo.com
http://shmydo.jp/

